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研究成果の概要（和文）：視覚障害等により印刷物の読書が困難なプリント・ディスアビリティのある学生の修学支援
では、資料のデジタル化とICTインフラの活用が有効である。しかし日本の高等教育機関の図書館では対応が進まず、
大学図書館の情報アクセシビリティに関する研究の蓄積も乏しかった。本研究では、大学等の高等教育機関における読
書環境のアクセシビリティについて、公共図書館や海外事例を参照しながら制度・技術の両面から総合的に検討した。
その結果、印刷物のデジタル化では未校正データの提供も一定有効であること、電子図書館サービスにおいてはコンテ
ンツの形式以上にウェブアクセシビリティが重要であること等が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The digitization of print media and utilization of the Information Communication 
Technology infrastructure have dramatically improved the information accessibility of print-disabled 
students, or those with difficulty in reading print due to conditions such as visual impairment. We 
researched the reading accessibility of students in higher education facilities including universities, 
referring to the cases of both domestic public libraries and libraries aboard. From our study, it is 
clear that facilitating digitization is a pressing issue for libraries in higher education faculties. 
Further, we found that data that is not proofed is only partially effective in facilitating the 
digitization of print media; in addition, our study clarifies that web accessibility is a priority in 
formatting the contents of e-libraries.

研究分野：科学史、科学技術社会論
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１．研究開始当初の背景 
 日本の大学等の高等教育機関における障
害学生の在籍率は、2011 年度に 0.32%と米国
や EU と比較してまだ少ないものの年々上昇
している。障害者権利条約では障害者の高等
教育を受ける権利を明記しており、文部科学
省でも同条約批准に向けて、2012 年に「障が
いのある学生の修学支援に関する検討会」を
設置し、合理的配慮についての具体的検討を
開始した。 
 同検討会中間報告書でも指摘されたよう
に、視覚障害、発達障害、身体障害等により
印刷物の読書が困難なプリント・ディスアビ
リティのある学生の修学支援では、資料のデ
ジタル化が有効である。さらにクラウド等の
ICT インフラはサービス提供者と利用者の利
便性を高める。日本では 2010 年に施行され
た改正著作権法により、大学図書館において
著者に無許諾で視覚障害等のある利用者に
複製データを提供できるようになっていた。
また、同時期には日本でも電子書籍元年とい
われる新展開があり、アクセシブルな電子図
書館の出現が期待された。 
 それまで、障害学生支援や DAISY によるプ
リント・ディスアビリティの支援については
多様な実践および研究がなされてきた。一方
で、日本の高等教育機関の図書館では著作権
改正などの法的整備が行われていたにもか
かわらずプリント・ディスアビリティのある
利用者を対象としたデジタルデータ提供サ
ービスは普及しなかった。また日本の大学図
書館の研究分野においても、障害のある利用
者の情報アクセシビリティについてはほと
んど研究されてこなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、著作権法改正と ICT の発達に
よって、読書に関するアクセシビリティを飛
躍的に向上させる条件が整備されつつある
にもかかわらず、高等教育機関におけるプリ
ント・ディスアビリティのある学生の支援が
進展しない状況について、その要因を分析し、
大学等の図書館の現場において実現可能な
施策を学術的に明らかにし、広く社会に提言
することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 大学等の高等教育機関における読書環境
のアクセシビリティについて、公共図書館や
海外事例を参照しながら制度および技術の
両面から総合的に検討した。 
 本研究の遂行にあたり「障害者と高等教育
の関係性」、「障害者と図書館」、「あらたな技
術が可能とする支援」という３つの課題につ
いて、それぞれの専門家が研究を行った。ま
た、３つの課題を踏まえ、高等教育機関にお
ける障害学生の図書館資料へのアクセスを
実現するため、「障害者の立場を尊重した図
書館における支援技術の活用」という共通課
題のもとに、法制度・技術の観点から横断的

な議論を行った。その過程で公開のシンポジ
ウムや研究会を実施し、大学等の図書館関係
者、障害学生支援担当者、出版社、電子書籍
提供サービス事業者等に対して具体的な施
策の提言を行った。 
 
４．研究成果 
 以下に主な成果を列挙する。 
(1) 印刷物のテキストデータ提供 
 2010年1月に施行された改正著作権法の第
37 条第 3項により、大学図書館では視覚障害
等のある利用者に対して、利用者が使いやす
い方式により複製物を提供することができ
るようになった。先進的な取り組みを行って
いる立命館大学図書館の実践について、経時
的に調査し分析した。 
 同図書館では当初校正済みのデータのみ
を提供していたが、迅速性を求める利用者の
要望に応じて未校正のテキストデータも提
供するようになった。現在では未校正データ
のリクエストが校正済みデータを上回る。未
校正データで概要を把握し、必要に応じて校
正を求める場合もある。支援者は正確なデー
タの提供を重視する傾向があるが、正確なデ
ータの提供には時間を要することから、利用
者は迅速性を優先して未校正のデータへの
ニーズが存在することが明らかになった。 
 ただし、修学支援には正確な校正済みデー
タの提供は不可欠であり、より迅速にデータ
を提供するための誤認識の低減と校正の迅
速化は重要な課題である。立命館大学の場合
は業務委託での実施であるが、2014 年からサ
ービスを試行的に開始した北海道大学では
障害学生支援室の学生ボランティアがデー
タ作成と校正を担当している（小林・栗田 
2016)。校正済みデータ作成のビジネスモデ
ルの構築が、今後の課題となる。データ共有
については、国立国会図書館の障害者用デー
タ配信サービスが大学図書館も対象としは
じめたことから、同サービスの活用を選択肢
のひとつとして視野に入れる必要がある。な
お、海外調査では視覚障害者等を対象にフラ
ンスが出版社にデータ提供を法的に義務づ
け、国立図書館がアクセシブルなデジタルデ
ータ提供のセンターとなっている。日本でも
障害者権利条約で求められている情報アク
セシビリティの確保という観点から、同様の
制度を整備する方向で検討すべきであろう。 
 なお、テキストデータ提供サービスが開始
された契機は、立命館大学と北海道大学とも
に大学院生の強い要望と関係する教員の強
力があった。すでに定着している公共図書館
の障害者サービスは、一般の大学に進学した
大学生たちの運動が契機となってきた歴史
がある。大学図書館のテキストデータ提供も、
図書館資料のヘビーユーザーである大学院
生の合理的配慮の要請から始まったことに
注目する必要がある。 
 
(2) 電子図書館システムのアクセシビリテ



ィ向上 
 従来、画像データのようなフィックス型か、
リフロー型かといった電子書籍の形式が、電
子図書館のアクセシビリティをめぐる議論
の焦点となってきた。しかし、より重大な問
題は電子書籍にアクセスするまでの過程が、
スクリーンリーダーの使用を想定しない設
計になっておりウェブアクセシビリティが
確保されていないことにある。この点が電子
図書館のアクセシビリティの議論では著し
く軽視されてきた。本研究ではウェブアクセ
シビリティの重要性に注目しながら、兵庫県
三田市立図書館の電子図書館システムにつ
いて、視覚障害等のある利用者を得て産官学
共同の実証実験を行った。その結果、開発者
もウェブアクセシビリティの重要性を認識
するようになり、スクリーンリーダーや音声
入力を活用した電子図書館システムを開発
しつつある。この成果が、大学図書館におけ
るボーンデジタルの電子書籍の利用のアク
セシビリティに活用されることが期待され
る。 
 
参考 URL 
http://current.ndl.go.jp/node/31602 
http://www.ritsumei.ac.jp/news/detail/?
id=262 
 
(3) 公開シンポジウム 
 高等教育機関における読書環境のアクセ
シビリティ向上を目的とする本研究におい
ては、研究成果を大学図書館等の関係者と共
有し、意見交換をする公開シンポジウム等が
重要な役割を果たした。以下に主なものを挙
げる。これらは本研究の構成員の研究プラッ
トフォームであった立命館大学グローバ
ル・イノベーション機構研究プロジェクト
「電子書籍の普及に伴う読書アクセシビリ
ティの総合的研究」と共催で実施された。 
 
① 公開シンポジウム「大学図書館における
障害学生支援―障害者差別解消法の成立を
受けて」2013 年 12 月 13 日、キャンパスプラ
ザ京都（京都府・京都市） 
 2013 年 6 月に成立した障害者差別解消法に
よって、施行される 2016 年 4 月には大学に
おいても障害をもつ構成員等に対する合理
的配慮の提供と環境整備が求められること
になった。本シンポジウムでは、主に大学図
書館および障害学生支援関係者を対象に、障
害学生支援と合理的配慮および国公私立大
学図書館協力委員会ほかが定めた「著作権法
37 条に関する図書館ガイドライン」の解説を
行った。さらに、大学において図書資料テキ
ストデータ提供による障害学生支援が進ん
でいない実態を報告するとともに、立命館大
学図書館サービス課が同図書館の先進的な
テキストデータ提供サービスについて紹介
した。同シンポジウムの開催によって、大学
図書館関係者に改正著作権法、ガイドライン、

障害者差別解消法についてほとんど知られ
ていない実態が再確認されたが、一方でこの
機会に北海道大学図書館職員が立命館大学
図書館のテキストデータ支援の状況を視察
するなど、新たな展開もみられた。 
 
参考 URL 
http://current.ndl.go.jp/node/24912 
http://r-iris.jp/event/r012.html 
 
② 第 17 回図書館総合展フォーラム「大学
図書館のアクセシビリティ」2015 年 11 月 12 
日、パシフィコ横浜（神奈川県・横浜市） 
 2016年4月の障害者差別解消法施行が目前
となり、大学図書館関係者にも障害のある利
用者に対する合理的配慮の提供と環境整備
の必要性が認知されつつあった。テキストデ
ータ提供サービスに関する情報へのニーズ
も高まり、北海道大学附属図書館および立命
館大学図書館の利用者サービス担当者、およ
び国立国会図書館の障害者サービス担当者
をパネリストとして本フォーラムを開催し
た。テキストデータ提供サービスの実際と困
難、また国立国会図書館の障害者向けデータ
配信サービスを活用した、テキストデータ共
有の可能性について議論を行った。 
  
参考 URL 
http://www.libraryfair.jp/forum/2015/18
72 
http://www.r-iris.jp/event/r016.html 
 
③ 公開シンポジウム「電子書籍の出版・流
通と図書館の課題」2016 年 3月 2日、ステー
ションコンフェレンス東京（東京都・千代田
区） 
 兵庫県の三田市立図書館の電子図書館の
アクセシビリティ向上に関する産学共同研
究と、電子書籍の誤読のない音声読み上げ実
現のための SSML 付与と電子書籍リーダーに
関する電子出版制作・流通協議会の調査に関
する報告と、電子書籍のアクセシビリティ向
上をテーマにした産官学のパネリストによ
るディスカッションを行った。電子書籍ビジ
ネスと障害者支援を横断的に検討し、フロア
からも多様な立場からの積極的な発言があ
った。 
 
参考 URL 
http://current.ndl.go.jp/node/30679 
http://www.r-iris.jp/event/r018.html 
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